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非常勤職員手当 0 7.4

0.8

一般会計

年度

活動実績

27年度

定性的な成果目標と25～27年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

内閣府設置法第四条第一項
内閣府本府組織令第三条第一項　等

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

39.8 96.3

経済新生政策調査費

活動指標

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度 ％

38.745/5

28年度活動見込

7.7 7.5 7.2

＜調査の実施＞
・地方財政制度等の改革に関する経済効果のモニタリ
ングについての調査研究
・社会資本ストック推計の基礎的検討調査
・社会資本ストック推計におけるPFI事業の推計手法検
討
・経済・財政一体改革に資する各地域の先進・優良事
例調査(中国・四国地域)
・経済・財政一体改革に資する各地域の先進・優良事
例調査(九州・沖縄地区)

単位

契約締結にあたって競争
性及び公平性が確保され
ている等、適正な調査の実
施率

％目標値

100 100

100 100

実績

定量的な目標が設定できない理由

件

代替目標 代替指標
中間目標

32 年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

39.7

‐

実施方法

ヒアリングや調査を実施し、政策方針の企画・立案に資するため
の経費であるため。

事業番号

中長期の経済運営に必要な経費 担当部局庁 政策統括官（経済社会システム担当） 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室
参事官（企画担当）、参事官（財政運営基本担

当）、参事官（社会システム担当）、参事官（社会基
盤担当）

参事官（企画担当）中澤信吾、参事官（財政運営基本担

当）河内祐典、参事官（社会システム担当）込山愛郎、参

事官（社会基盤担当）笹原顕雄

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

23.2

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

経済財政諮問会議等での中長期の経済財政政策の企画立案・検討に活用することを目的として、意見交換、研究会の開催や各種調査等を行っている。
平成２７年度に関しては、経済財政諮問会議の専門調査会である「経済・財政一体改革推進委員会」の下に設置された「制度・地方行財政ワーキンググ
ループ」の議論を踏まえ、「自治体の頑張りによる経済効果の評価」の取組における、既存のデータやツール等の活用の可能性に関する調査を行った。
また、社会資本ストックの推計手法の改善や更なる精度の向上を図るため、実質投資額をより正確に評価する手法及びストック推計におけるＰＦＩ事業の推
計手法に関する調査検討を実施した。

-

42.9

- -

-

‐

25年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

37.3

単位

調査に必要な経費／調査の実施数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-補正予算

百万円

庁費等

35.804/537.722/5

28年度当初予算

3.4

0

平成１４年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

0.4

主要経費
事業の目的

（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

意見交換、研究会の開催や各種調査等を通して、マクロ経済・財政等に係る重要な政策分野における有識者の意見や分析等を取り入れ、経済財政、社
会基盤、社会保障等に係る重要政策の企画立案の参考とし、経済成長、財政健全化、社会保障改革の一体的、整合的な推進を進める。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

平成２８年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

42.9 39.7 37.3 39.8 96.3

37.9 20.6

執行率（％） 54% 96% 55%

契約締結にあたっては競
争性及び公平性を確保し、
効率性の向上に努める。

単位

％ 100

6 6 6

計算式
　　百万円/
件

7.7

22.976/3

26年度

0.2

職員旅費

1

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

72.6

8.7

　 0127

年度

経済財政運営と改革の基本方針２０１５～経済再生なくして
財政健全化なし～（平成２７年６月３０日閣議決定） 、経済・
財政再生アクション・プログラム（平成２７年１２月２５日閣議
報告）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

-

39.8 96.3

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

25年度 26年度 27年度

・経済財政諮問会議等での議論の参考資料とした。
・これまでの調査検討の結果を踏まえた社会資本ストック推計を「日本の社
会資本」として公表。

100

100 100 100

100

目標最終年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

3 5 5

5

3.3

29年度要求 主な増減理由

25年度

38.4

計

諸謝金

委員等旅費

-

チェック



経済財政運営の企画立案は、一国全体にわたるものや政
府部内で検討するものであるため、国の施策の現状及び検
討状況を踏まえた調査・分析の設計や、必要なデータの入
手等の観点から、地方自治体・民間等に委ねることは困難
である。

○

評　価項　　目

財政・社会保障の持続可能性の確保や新たな成長分野の
拡大に資する中長期の経済財政運営の企画立案に寄与し
ている。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

・平成２７年度の成果物の一部は、経済財政諮問会議の専
門調査会の下に設けられた「制度・地方行財政ワーキング・
グループ」の資料としても活用された。
・調査結果を踏まえた社会資本ストック推計については、５
年に１度を目途に公表している。その結果については、経済
財政諮問会議の検討資料や他省庁の審議会等にも活用さ
れている。

○

調査は、経済学、会計学、土木工学などの多分野に渡り、国
内外の高度な専門知識を必要としており、また膨大な計算
作業が必要となるため、事業目的に即して必要な範囲内で
外部委託により調査を行っている。

○

委託調査について、最終的には一者入札となったものもあっ
たが、市場価格調査を行うとともに（会計課ホームページに
仕様書を公開）、委託調査に関する入札に係る標準マニュア
ルのスケジュールのもと、業者選定では一般競争入札を実
施しており、競争性及び公平性の確保に努めている。

○

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

○今後も必要な見直しを行いつつ、引き続き効果的・効率的な予算執行に努める。
○不用率に関しては、予算要求時の積算や見積の精度を高めることで、不用額を縮小する。また、昨年12月に策定した「経済・財政再生アク
ション・プログラム」の本格的な実施に当たり、改革の実行・浸透・拡大、PDCAサイクルの徹底のため、外部委託を用いた調査が増加すること
が予想される。引き続き、施策に資する的確かつ効果的な調査の実施に努める。

○調査内容は必要性の高い課題を十分精査した上で決定しており、契約はよりよい結果が得られるよう総合評価方式の一般競争入札によっ
て行うべく努めている。今後も、成果を最大化できるよう、必要に応じて調査内容等の見直しを行っていく。
○一般競争入札等により、調査費が見込みより少なく抑えることができた。

‐

「国費投入の必要性」の「政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。」との問いに対し、「国民生活の観点から公平中立に政策決定を行う上では、客観
的な分析が施策の検討の基礎となることが必要であり、優先度の高い事業となっている。」と記されているが、問いと回答がすれ違っているように思われる。事業
目的が、「経済財政、社会基盤、社会保障等に係る重要政策の参考と」するものであり、その手段として各種の調査研究を行っていること、これが目的との関係に
おいて妥当な手段であることを説明することが求められているのではないか。なお、上記の内容は「事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映している
か。」に対する回答が含まれていると思われる。
・「事業の効率性」について、「単位当たりのコスト等の水準は妥当か。」との問いに対し、「会計部署の定める規則等に基づき、適切に予算執行を行っている。」と
記されているが、規則に基づく行政活動はいうまでもなく当然のことであるので、ここで回答すべきは、個々の委託研究の経費の適切性、妥当性であると思われ
る。
・同じく、「費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。」との問いに対し、「調査は、経済学、社会学、会計学、土木工学などの多分野に渡
り、国内外の高度な専門知識を必要としており、また膨大な計算作業が必要となるため、外部委託により調査を行っている。」と記されている。これも問いに対し
て、適切な回答であるとはいいがたい。回答すべき内容は、「事業目的に即して必要な範囲で学会などの知見を収集している」という程度なのではないか。
・以上、問いに対して適切な回答でない記述とならないように見直していただきたい。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

経済財政運営の企画立案は、国の施策の現状及び検討状
況を踏まえた調査・分析の設計や、必要なデータの入手等を
行うことが必要不可欠であり、そのための手段として外部の
知見も活用し調査を行うことが、事業の効率性の観点からも
妥当な手段である。
また、当該事業は経済成長、財政健全化、社会保障改革の
一体的、整合的な推進に資するものであり政策体系の中で
も優先度の高い事業である。

各調査分析の内容に基づき、精算書類など適切に精査を行
い、執行額はその内容に見合った額となっている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

外部有識者の所見を踏まえ、レビューシートの問いに対して適切な回答となるよう見直しを行うべき。一者応札については、その要因を分析し改
善に努めるべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
予定されていた調査は概ね行われ、実績額はほぼ見込み
通りとなった。

‐

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

仕様書の記載において、より調査内容が理解されやすい表
現となるよう努めた。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

一般競争入札を実施した結果、予定よりも安く調査をするこ
とができたこと、また、関係省庁の協力を得て、ワーキング・
グループにおいて医療費等の分析を実施したため外部委託
を用いた調査が一部不用となり不用率が大きくなっている。

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



34

124

平成23年度

134

31

平成26年度

今後とも、事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行に努めるとともに、外部有識者の所見を踏まえ、
評価に関する説明がさらに明確となるよう引き続き努力していく。また一者応札についても、改善に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

現
状
通
り

24

122

平成24年度

平成27年度

備考

社会資本ストック推計
http://www5.cao.go.jp/keizai2/jmcs/jmcs.html
制度・地方行財政ワーキング・グループ
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg3/index.html
・支出先上位10者リストのうち、A～Dについては、予定価格が類推される恐れがあるため、落札率の記述をしていない。

平成22年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

内閣府
２１百万円

Ａ．（株）価値総合研究所

１百万

諸謝金、
職員旅費、
委員等旅費
０．７百万円

中長期の経済運営

【一般競争入札】

Ｂ．（株）リベルタス・コンサルティング

１０百万

【一般競争入札】

Ｃ．（株）リベルタス・コンサルティング

６百万

Ｄ．（株）アシストマイクロ株式会社

２百万

Ｅ．公益財団法人えひめ地域政策研究センター

１百万

【一般競争入札】

【一般競争入札】

【少額随意契約】

Ｆ．株式会社 ちくぎん地域経済研究所

１百万

【少額随意契約】



金　額
(百万円）

A.（株）価値総合研究所

10

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

2

社会資本ストック推計の基礎的検討調査

使　途

調査費 調査費
地方財政制度等の改革に関する経済効果
のモニタリングについての調査研究

費　目

B.（株）リベルタス・コンサルティング
金　額

(百万円）

1

費　目 使　途

計 1 計 10

C.（株）リベルタス・コンサルティング D.アシストマイクロ株式会社

費　目 使　途

調査費
社会資本ストック推計におけるPFI事業の
推計手法検討

6 調査費
地域データベース拡張に係るデータエント
リー等作業に係る請負契約

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 6 計 2

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0 0

費　目



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

F

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

公益財団法人　えひ
め地域政策研究セン
ター

8500005006983

＊経済・財政一体改革に
質する各地域の先進・優良
事例調査（中国・四国地
域）

1
随意契約
（少額）

1 -

アシストマイクロ株式
会社

1011201007113
地域データベース拡張に
係るデータエントリー等作
業に係る請負契約

2 一般競争入札 3 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）価値総合研究
所

5

4

1

2

3

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

2

-

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）リベルタス・コン
サルティング

4010401058533
社会資本ストック推計の基
礎的検討調査

10 一般競争入札 1 -

4

5

3

4

1

2

（株）リベルタス・コン
サルティング

4010401058533
社会資本ストック推計にお
けるPFI事業の推計手法検
討

6 一般競争入札 1 - -

5

1

4

5

2

3

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

5

3

4

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

4

5

株式会社　ちくぎん
地域経済研究所

1290001049156
＊経済・財政一体改革に
資する各地域の先進・優良
事例調査（九州・沖縄地

0.6
随意契約
（少額）

1 -

1 -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札3010401037091 1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

地方財政制度等の改革に
関する経済効果のモニタリ
ングについての調査研究

チェック


